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当社概要

（2013年３月末現在）

（電灯77０万口、電力93万口）

863万口

13,102名

42,017億円

14,488億円

福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、
熊本県、宮崎県、鹿児島県

174,293名

2,373億円

1951年5月1日

供 給 地 域

総 資 産 額

お 客 さ ま 数

売 上 高

従 業 員 数

株 主 数

資 本 金

設 立 年 月 日

■会社概要

137,965km配 電 線 路 こ う 長

7,050.5万kVA

2313.2万kW

299.6万kW

2,013.7万kW

0.3万kW

0.3万kW

525.8万kW

39.9万kW

21.2万kW

1,068.0万kW

358.2万kW

他 社 計

自 社 計

9か所火 力 発 電

10,646km
589か所

―

―

196か所

1か所

2か所

2か所

34か所

6か所

142か所

原 子 力 発 電

太 陽 光 発 電

風 力 発 電

変 電 所

発 電 設 備 合 計

内 燃 力 発 電
（ガスタービン含む）

送 電 線 路 こ う 長

地 熱 発 電
（ バ イ ナ リ ー 含 む ）

水 力 発 電

■供給設備

（注）供給設備の数値については、四捨五入のため合計値が合わないことがある
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世界及び日本のエネルギー情勢

世界では、経済発展や人口増加等に伴い、新興国を中心にエネルギー消

費量が増加しています。エネルギー資源別でみると、化石燃料（石油・石

炭・天然ガス）の消費量が拡大し、それに伴いCO2排出量も増えており、

地球温暖化等の環境問題が顕在化しています。

また、化石燃料には資源の埋蔵量に限りがあるため、将来枯渇する可能

性があります。

そのような世界情勢の中、日本は、エネルギー自給率がわずか4％と資

源小国であり、エネルギー資源の大部分を輸入に依存しています。

このため、お客さまに良質で安定した電力をお届けするためには、長期

的なエネルギーの安定確保や地球環境問題への対応等を踏まえ、安全・安

心の確保を前提とした原子力と、火力・水力等をバランスよく組み合わせ

た電源の構築が必要となります。
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1-1 世界のエネルギー消費量の推移（地域別）

１ 世界及び日本のエネルギー情勢

経済発展や人口増加等に伴い、新興国を中心にエネルギー消費量（一次エネルギー）が増加している

（45年間で約3倍まで増加）

（注）toeは、tonne of oil equivalentの略であり、原油換算トンを示す
出典：BP「Statistical Review of World Energy 2012」、資源エネルギー庁「エネルギー白書」をもとに作成

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1971 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

北米 中南米 ヨーロッパ・ユーラシア 中東・アフリカ アジア大洋州

(100万toe)

アジア大洋州のシェア

14.9％（1971年）

アジア大洋州のシェア

39.1％（2011年）
OECD諸国のシェア
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OECD諸国のシェアは低下

（1971年69.2％→2011年45.0％）
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1-2 世界のエネルギー消費量の推移（エネルギー資源別）

１ 世界及び日本のエネルギー情勢

エネルギー消費量（一次エネルギー）の増加に伴い、特に化石燃料（石油・石炭・天然ガス）の消費量が拡大している

(注)toeは、tonne of oil equivalentの略であり、原油換算トンを示す
出典：IEA「Energy Balance 2012」、資源エネルギー庁「エネルギー白書」をもとに作成
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1％
水力2％

原子力6％

石炭27％

石油32％

(100万toe)
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1-3 世界のＣＯ2排出量の推移（地域別）

１ 世界及び日本のエネルギー情勢

化石燃料の消費量の増加に伴い、世界のＣＯ2排出量も増加している

2010年の排出量上位国は、中国（世界の24％）・アメリカ（同18％）・インド（同５％）の順であり、日本は5位（同４％）と
なっている
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(100万トン-CO2)

アジア大洋州
のシェア15.8％

アジア大洋州
のシェア42.3％OECD諸国のシェア

（右軸）

出典：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2013」をもとに作成

OECD諸国のシェアは低下

（1971年65.3％→2010年40.5％）
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1-4 エネルギー資源の確認可採埋蔵量

１ 世界及び日本のエネルギー情勢

エネルギー資源には限りがあり、将来枯渇する可能性がある

石油・天然ガスは、中東等の政情が不安定な地域に偏在しているため、調達先の多様化が必要である

（注）可採年数＝確認可採埋蔵量÷年間生産量
（注）ウランの確認可採埋蔵量は、費用130ドル/kg未満
出典：BP「Statistical Review of World Energy 2012」、IAEA「Uranium 2011」、電気事業連合会「FEPC INFOBASE」をもとに作成
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可採年数112年

可採年数63.6年

(年)

可採年数93年

可採年数54.2年

中東・アフリカのシェア

天然ガス：45.4％
石油：56.1％

(2011年末) (2011年1月) (2011年末) (2011年末)
埋蔵量8,609億t 埋蔵量208兆㎥埋蔵量533万t 埋蔵量1兆6,526億ﾊﾞｰﾚﾙ
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1-5 主要国のエネルギー自給率（2010年）

１ 世界及び日本のエネルギー情勢

日本のエネルギー自給率は、原子力を除くと4％となっており、先進国の中でも極めて低い水準である
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29
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68 65
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イタリア 韓国 日本 ドイツ フランス インド アメリカ イギリス 中国 ブラジル カナダ ロシア

エネルギー自給率（原子力を含む） エネルギー自給率（原子力を除く）

出典：IEA「Energy Balances of OECD Countries 2012」、「Energy Balances of Non-OECD Countries 2012」をもとに作成

(％)

日本の自給率は
原子力を除くと4％
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1-6 主要国の発電電力量における電源構成（2010年）

１ 世界及び日本のエネルギー情勢

日本は、石炭・天然ガス・原子力がほぼ同じ水準でバランスのとれた構成になっている

各国は、国内のエネルギー資源や隣国との電力取引等の状況を反映した構成になっている

出典：IEA「Energy Balances of OECD Countries 2012」、「Energy Balances of Non-OECD Countries 2012」、
資源エネルギー庁「エネルギー白書2013」をもとに作成
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電力安定供給への取組み

経済成長や電化の進展等により、九州の電力需要は年々増加してきまし

た。電気は貯めることが難しいため、お客さまが最も電気を使用される

ピークに合わせて、電源を開発しなければなりません。

当社では、エネルギーの長期安定確保や地球環境問題への対応等を総合

的に勘案し、安全・安心の確保を前提に、原子力を中心とするバランスの

とれた電源開発を進めてきました。

また、日々の発電所の運用にあたっては、原子力をベースとして各電源

の特性（発電コストや環境特性等）を踏まえた最適な組合せにより、効率

的な電力供給に努めてきました。

しかしながら、2011年度以降、原子力発電所の停止に伴う厳しい需給

状況に対応するため、火力発電所の稼働が増えており、火力燃料費が大幅

に増加しています。
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2-1 販売電力量と最大電力(時間最大)の推移と見通し

２ 電力安定供給への取組み〔電力需要の状況〕

この60年間で、販売電力量と最大電力は各々約20倍に増加しており、電力需要に対応するため、電源開発に取り組ん
できた

中長期的には、省エネや節電等の低下要因はあるものの、景気拡大や電化の進展等により、2022年度において、販売電
力量は901億kWh、最大電力(3日間平均)は1,650万kWと想定している

0

200
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800

1,000

1951 1960 1970 1980 1990 2000 2012 2022

0

500

1,000

1,500

2,000

販売電力量 最大電力(右軸)

(億kWh)

1951年度（当社設立）
販売電力量：41億kWh

最大電力：84万kW

販売電力量過去最大
881億kWh
（2007年度）

最大電力過去最大
1,771万kW
（2008年度）

[見通し]

(万kW)

(年度)
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2-2 日本の一次エネルギーに占める電力の割合（電力化率）

一次エネルギーの総供給量に占める電力の割合は、一貫して増加している（現在、4割以上を占める）

２ 電力安定供給への取組み〔電力需要の状況〕
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（注）電力化率とは、一次エネルギーの総供給量の中で、発電に使用されるエネルギーの割合を示す
（注）1PJ（＝1015J）は、原油約25,800klの熱量に相当（PJ：ペタジュール）
出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、電気事業連合会「原子力・エネルギー図面集」をもとに作成

13,383

23,022
22,091

(PJ)
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2-3 用途別の販売電力量の推移

販売電力量は概ね緩やかに増加してきたが、2011年度以降は、お客さまの節電へのご協力等により減少している

一般需要（一般家庭、オフィス、商業施設、ホテル等）は全体の7割（そのうち、電灯※が約半分）を占めており、気温や景
気による影響はあるが、お客さま数の増加等により、緩やかな増加傾向にある

大口産業用需要（大規模な工場等）は、全体の3割を占めており、景気等の影響により、2008・2009年度は減少したが、
2010年度以降はほぼ横ばいで推移している
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（電灯以外）

36.6％

大口産業用
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28.2％

一般需要
（電灯）
35.2％

※電灯とは、主に一般家庭のご契約のこと

２ 電力安定供給への取組み〔電力需要の状況〕

(年度)
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2-4 販売電力量に占める自由化対象お客さまの推移

2000年度より電力小売の自由化が実施されており、現在、販売電力量の約6割が自由化対象となっている

２ 電力安定供給への取組み〔電力需要の状況〕
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2000年度～

電 圧 20,000 V 以上
契約電力 2,000kW以上

2004年度～

電 圧 6,000 V 以上
契約電力 500kW以上

2005年度～

電 圧 6,000 V 以上
契約電力 50kW以上

(億kWh)

838830802
753

非特定規模需要
41.4％

特定規模需要
58.6％

(年度)
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2-5 季節別の最大電力の推移

季節別の最大電力の格差は、ここ50年間で約20倍に拡大している（1960年30万kW→2008年594万kW）

現在は、冷暖房機器の普及等により、夏季と冬季に電力需要のピークが発生し、季節別の最大電力の格差が大きくなっ
ている

電気は貯蔵することが難しいことから、安定供給のために常に最大電力に合わせて電源開発を行う必要があり、設備の効
率的な運用が課題となる

２ 電力安定供給への取組み〔電力需要の状況〕

200

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800
（万kW)

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 (月)

1,771万kW

1,177万kW

770万kW

554万kW

144万kW

174万kW

2008年度
（過去最大電力）

1980年度

1960年度

594万kW

30万kW

2012年度

1,106万kW

1,521万kW
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2-6 時間別の最大電力の推移

1日の中でも、時間帯によって最大電力の格差が大きい

特に、夏季の昼間は夜間の約2倍の電力需要が発生している（最大電力発生日）

２ 電力安定供給への取組み〔電力需要の状況〕

987万kW

1,771万kW

1,538万kW

1,029万kW

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（万kW)

（時)

2008年8月1日
（夏季過去最大）

2012年2月2日
（冬季過去最大）

784万kW
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2-7 2012年夏の電力需要実績（2010年夏との比較）

お客さまの節電へのご協力等により、2012年夏は、期間平均（平日）で、2010年比▲10％（▲150万kW）程度、電力需
要が減少した

夏の電力需要の特性として、最高気温が1℃上がると最大電力が約50万kW上昇する傾向にある

２ 電力安定供給への取組み〔電力需要の状況〕

▲：2010年
●：2012年

〔最大電力と最高気温の相関関係〕（万kW）
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1,200

1,300

1,400
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1,700

1,800

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

当日最高気温（九州７県平均） [℃]

時
間
最
大
電
力

（
発
電
端

）

期間平均（平日）で2010年比
▲10％（▲150万kW）程度減少

2010年

2012年
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2-8 発電設備構成の推移（他社受電分を含む）

石油危機以降は、燃料調達の安定性や発電コスト、地球環境への影響などの観点から、多様な電源をバランスよく組み
合わせた電源ベストミックスを目指してきた

9.9
18.3

24.1 22.7 20.0

54.8 56.4

43.8

9.9

4.4

11.4

15.2 18.1
15.8

17.5

19.4

22.0 19.4 25.9

21.6

67.6

49.7

32.6

24.7
21.1 19.0

44.9 40.8
33.1

21.6 13.1 10.3
7.7

7.5 8.5

2.2 4.9 7.3 5.3
9.9 10.7

0.2

0.2 0.5

0.71.2
1.30.3 0.2 0.6 0.8 1.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1951 1960 1970 1974 1980 1990 2000 2012

原　子　力 石　　炭 Ｌ Ｎ Ｇ 石油等 一般水力 揚　　水 地熱･新エネ等

115 （万kW)228 403 680 1,132 1,583 2,181 2,313 24,538

2011
日本

石油火力
がピーク

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕

(年度)
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2-9 電源別発電電力量の推移（他社受電分を含む）

発電の主力となる電源を、1960年代後半に水力・石炭火力から石油火力にシフトさせた。また、石油危機以降は原子
力・石炭火力・ＬＮＧ火力にシフトさせてきた。

2011年度以降は、原子力発電所の停止に伴い、ＬＮＧ火力・石炭火力・石油火力が増加している

0

200

400

600

800

1,000

1951 1960 1970 1980 1990 2000 2012

原子力 石炭 ＬＮＧ 石油等 水力 地熱・新エネルギー

原子力 0％

石炭 31％

LNG 36％

石油等 21％

水力 8％

地熱・新ｴﾈﾙｷﾞｰ
4％

1951年度
水力58％
石炭48％

1973年度
石油等79％

1997年度
原子力48％

1973年 第一次石油危機

1979年 第二次石油危機

（億kWh)

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕

(年度)
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2-10 夏季の電力ピーク時における電源の組合せ

夏季の電力ピーク時においては、各電源の特性を踏まえて、ベース電源に原子力・石炭火力、ミドル電源にＬＮＧ火力、
ピーク電源に石油火力等を組み合わせて、電力需要に対応している（原子力発電所運転時）

[主な電源の位置付け]

揚水式水力
・ 起動停止が迅速なため、電力ピーク時や緊急時に

活用

石油火力
・ 発電コストが高く、ＣＯ2排出量が多い
・ 需要変動に柔軟に対応できるため、電力ピーク時
や緊急時に活用

ＬＮＧ火力
・ 石油火力や石炭火力と比べ、環境性に優れ、出

力調整が容易
・ 発電コストも安く、ミドル電源として活用

石炭火力
・ 燃料調達の安定性や経済性に優れる
・ 環境保全に配慮し、ベース電源として活用

原子力
・ 燃料調達の安定性や経済性、環境保全の面で

総合的に優れる
・ 安全性を最優先に、主力ベース電源として活用

ベ
ー
ス
電
源

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕

1,800 時間最大1,771万ｋW（15時）

1,000

1,500

500

0 6 12 18 24

ミ
ド
ル
電
源

ピ
ー
ク
電
源

原 子 力

石炭火力

LNG火力

石油火力

揚水(発電)＋調整水力
水力

揚水

（万kW)

（時)

〔過去最大電力発生日（2008年8月1日）の日負荷曲線〕

地熱
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2-11 日本の電源別発電コストの比較

原子力は、石炭火力やＬＮＧ火力などと比べても経済性に遜色はない

再生可能エネルギー（地熱を除く）や石油火力は、原子力・石炭火力・ＬＮＧ火力と比較すると高コストとなっている

0

10

20

30

40

原子力 石炭火力 LNG火力 風力
(陸上)

風力
(洋上･着床式)

地熱 小水力 バイオマス
(木質専焼)

石油火力 太陽光
(住宅用)

稼働年数20年40年40年40年40年20年20年40年40年40年

設備利用率12％
50%・
10%

80％60％80％30％20％80％80％70％

上限
38.3
～

下限
33.4

上限
36.0
～

下限
22.1

【コスト試算のポイント】
○モデルプラント形式（最近７年間

の稼働開始プラント、最近３年
間の補助実績等を基に算定）

○ＣＯ2対策費用、原子力の事故
リスク対応費用、政策経費等の
社会的費用も加算

○燃料費・ＣＯ2対策費の上昇、
技術革新等による価格低減を
見込んで試算

上限
32.2
～

下限
17.4

上限
22.0
～

下限
19.1

上限
11.6
～

下限
9.2

上限
23.1
～

下限
9.4上限

17.3
～

下限
9.9

10.7
9.5

出典：エネルギー・環境会議 コスト等検証委員会報告書（2011年12月）をもとに作成

（円/kWh)

下限
8.9～

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕
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2-12 原子力発電所の設備利用率の推移

これまで、発電設備の故障や事故が少なく、全国平均を大幅に上回る高い設備利用率※を維持してきた

しかしながら、東日本大震災以降、発電所の設備利用率が低下しており、2011年度の利用率は31.4％、2012年度は
0％になっている

※設備利用率＝〔年間の発電電力量(kWh)／（発電所出力(kW)×365日×24時間）〕×100

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕

0

31.4

81.1

0

20

40

60

80

100

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

当社

全国

（％)

(年度)
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2-13 火力発電所の設備稼働状況（発電電力量及び設備稼働率の推移）

2011年度以降は、原子力発電所の停止に伴い、火力発電設備（LNG・石炭・石油）の稼働率※が上昇しており、2012年
度は、火力発電設備による発電電力量が全体の9割以上を占めている

（注）発電電力量には他社受電分を含まない

※設備稼働率＝〔年間の発電所運転時間／（365日×24時間）〕×100
設備稼働率には、内燃力発電設備を含まない

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕

297 318 349 367 350 342
377

524

612

289

34.9%

43.8%
50.1% 52.3%

55.8%
49.9% 48.8%

55.0%

71.5%

83.7%

0

200

400

600

800

1,000

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
0%

20%

40%

60%

80%

100%

発電電力量 設備稼働率（右軸）

（91.0％)

（71.8％)

（46.8％)
（43.8％)（44.6％)（46.0％)（45.5％)

（42.5％)
（40.1％)（38.7％)

(年度)

（）内は、発電電力量全体に占める割合

（億kWh)
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2-14 化石燃料の消費量と燃料費の推移

2011年度以降は、原子力発電所の停止に伴い、化石燃料（重油・原油、ＬＮＧ）の消費量が増加している

化石燃料の消費量増加や燃料価格の高騰に伴い、燃料費が急増している

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕

404
383
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530 533

579
562 555

41 57 61 74
117

57 48
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216
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218 230 228 240 238 241

404

457
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6,797

2,848

2,799
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3,000

4,000
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石　炭（万ｔ） 重油・原油(万kl) LＮＧ（万ｔ） 燃料費（億円）〔右軸〕

（万t,万ｋｌ) （億円)

(年度)
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2-15 日本の原油輸入価格の推移

1990年代に20ドル前後で推移した原油輸入価格は、中国など新興国の経済発展による需要の増加等の影響を受け、
ここ10年で約５倍に高騰している

4.9

23.4

36.9

13.8

22.8

12.8

23.8

55.8

90.5

69.4

114.2

0

20

40

60

80

100

120

1972 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2011

第一次
石油危機

（1973年度）

第二次
石油危機

（1979年度）
湾岸戦争

（1990年度）

リーマンショックによる
世界同時不況
（2009年度）

出典：石油連盟統計資料、電気事業連合会「原子力・エネルギー図面集」をもとに作成

（ドル/バーレル)

約5倍

２ 電力安定供給への取組み〔電力供給の状況〕

(年度)
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地球環境問題への取組み

当社は、安全・安心の確保を前提とした原子力発電の活用や、再生可能
エネルギーの推進、火力発電の熱効率の向上等により、CO2排出量の低減
に取り組んできました。

再生可能エネルギーについては、地球温暖化対策や国産エネルギーの有
効活用の観点から、日本最大の地熱発電所を保有するなど、従来から積極
的に開発・導入を進めています。

しかしながら、太陽光や風力は発電コストが高く、気象状況によって出
力が大きく変動するなど、お客さまに安定的に電気をお届けするには課題
があります。

そのため、当社は、太陽光等の再生可能エネルギーが大量に普及した場
合においても、引き続き良質で安定した電力を供給できるよう、系統安定
化に関する技術開発等を推進していきます。
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3-1 ＣＯ2排出量の推移（排出総量と販売電力量あたりの排出量）

2010年度までは目標を達成していたが、2011年度以降は原子力発電所の停止等に伴い大幅に増加している

３ 地球環境問題への取組み

(年度)
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3-2 火力発電所の熱効率の推移

燃料消費量削減やCO2排出量抑制の観点から、熱効率の高い火力発電設備の開発を進めている

今後は、新大分発電所において最新鋭の発電設備の開発を予定している（熱効率54.5％、2016年度運転開始予定）

３ 地球環境問題への取組み

20

30

40

50

60

1951 1960 1970 1980 1990 2000 2012 2016
※熱効率とは、発電のために供給された燃料の熱エネルギーのうち、有効に電気となった割合を示す

(年度)

新大分3号4軸
（54.5％、48万kW）

2016(予定)

新大分3号1～3軸
（49.0％、73.5万kW）

新大分1号
（43.0％、69万kW）

新大分2号
（46.6％、87万kW）

松浦1号
（40.7％、70万kW）

相浦2号
（39.7％、50万kW）

唐津3号
（39.5％、50万kW）

苅田2号※

（39.1％）

築上1号※

（29.0％）

港第二1号※

（26.2％）

※現在廃止

■ LNG火力
▲ 石炭火力
● 石油火力

（％)
[発電端、高位発熱量ベース]

苓北1号
（42.1％、70万kW）

苓北2号
（42.8％、70万kW）

新大分1号ﾘﾌﾟﾚｰｽ
（46.3％、69万kW）

2009～

苅田1号※

（36.1％）



29九州電力データブック2013

3-3 地熱発電の設備容量 [電気事業者合計に占める当社の割合](2012年度)

全国の4割以上を当社が占めており、九州に豊富に存在する貴重な地熱資源を積極的に活用している

日本最大規模の八丁原発電所（112千kW）を保有している

―212,000合 計

1967年8月12,500大 岳

鹿児島県指宿市
山川

1995年3月30,000山 川

鹿児島県霧島市
牧園町

1996年3月30,000大 霧

2006年4月2,000八丁原バイナリー

1977年6月110,000八丁原 大分県玖珠郡
九重町

1996年11月27,500滝 上

所在地運転開始年
設備容量

（kW）
発電所名

〔当社の地熱発電所〕

出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」をもとに作成

全国の4割以上を

当社が占めている

３ 地球環境問題への取組み

当社
44％

（212千kW）
当社以外

56％

（267千kW）
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3-4 太陽光・風力の設備導入量の推移と見通し

国による固定価格買取制度※の開始により、太陽光発電設備の導入量が急速に増加している

今後も増加し続け、2020年度には700万kWまで拡大する見通しとなっている

九州における固定価格買取制度に基づく国の設備認定状況は、全国の23％を占めており、九州の経済規模（約10％）と
比較して進んでいる

33 41 56 74 112

600

30 35 40 41
43

100

0

100

200

300

400

500

600

700

2008 2009 2010 2011 2012 2020

太陽光 風力

※固定価格買取制度とは、再生可能エネルギーで発電された電気を、電力会社が国の定める価格で
一定期間買取り、その費用を電気のご使用量に応じてお客さまにご負担いただく制度

（万kW)

導入量が大幅に
増加する見通し

３ 地球環境問題への取組み

(年度)

63 76 96 115
155

700 〔参考〕

固定価格買取制度による地域別の認定状況

（太陽光・風力） [2013年5月末現在]

[見通し]

北海道
10%

東北
11%

関東
26%

中部
8%

近畿
8%

九州
23%

中国
9%

四国
4%

沖縄
1%

合計

2,171万kW

出典：資源エネルギー庁「再生可能エネルギー
発電設備の導入状況」をもとに作成
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3-5 太陽光・風力の開発状況（グループ会社による開発を含む）

３ 地球環境問題への取組み

当社発電所跡地を活用した太陽光発電（メガソーラー）の開発や、風況のみならず周辺環境との調和にも配慮した風力
発電の開発をグループ会社とともに推進している

1,980その他のメガソーラー※

約1,800事業所等への設置

3,769その他のメガソーラー※

約2,300事業所等への設置

13,500大村メガソーラー※

（長崎県、火力発電所跡地）

約36,300合計

10,000佐世保メガソーラー※

（長崎県、火力発電所跡地）

計画

3,000メガソーラー大牟田
（福岡県、火力発電所跡地）

既設

約128,000合計

12,000鷲尾岳※（長崎県）

1,990奄美大島※（鹿児島県）

10黒島（鹿児島県）

3,000野間岬（鹿児島県）

約60,000串間※（宮崎県）計画

50,400長島※（鹿児島県）

250甑島（鹿児島県）

既設

〔太陽光発電〕 2013年7月末現在 〔風力発電〕 2013年7月末現在（kW) （kW)

※グループ会社による開発

※グループ会社による開発

大村メガソーラー発電所
（グループ会社の㈱キューデン・エコソル）

鷲尾岳(わしおだけ)発電所
（グループ会社の鷲尾岳風力発電㈱）
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3-6 太陽光・風力の特徴と課題

３ 地球環境問題への取組み

太陽光や風力は、資源の少ない日本にとって貴重な国産エネルギーであることや、発電時にＣＯ2を排出しないなどのメリッ
トがある

一方で、気象状況によって出力が左右され、安定した電力の供給が見込めないことや、設備の利用率が低く、原子力発
電所等の主要な電源と同等の発電量を得るためには、大規模な土地や設備投資が必要となるなどの課題がある

約2,800億円約8,700億円約3.9兆円設備投資額

約0.6km2

100万kW
（80％）

原子力発電

約214km2

原子力発電
の約350倍

約58km2

原子力発電
の約100倍

必要面積

約400万kW
（20％）

約665万kW
（12％）

設備容量
（設備利用率）

風力発電太陽光発電

〔太陽光・風力の発電出力の変動（イメージ）〕

出典：電気事業連合会「FEPC INFOBASE」をもとに作成
出典：第1回低炭素電力供給システム研究会（経済産業省 2008年7月）

をもとに作成

■ 太陽光発電
夜間に発電できず、雨・曇りの日には発電出力が低下し、
不安定（一般的に設備利用率は約12％）

■ 風力発電
風向き・風速が、季節・時間帯により変動するため、発電
出力が不安定（一般的に設備利用率は約20～30％）

〔原子力発電所100万kW級1基の発電量を生み出す
のに必要な相当量〕
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3-7 日本の電源別ＣＯ2排出量の比較

火力発電（特に石炭・石油）は、発電電力量あたりのＣＯ2排出量が多い

原子力や再生可能エネルギーは、ＣＯ2をほとんど排出しない

0.079 0.043
0.123 0.098

0.864

0.695 0.476
0.376

0.038 0.025 0.020 0.013 0.0110.0
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風

力

原

子

力

地

熱

水

力

発電燃料燃焼

設備・運用

○発電燃料の燃焼に加え、原料の
採掘から諸設備の建設、燃料輸
送、精製、運用、保守等のため
に消費される全てのエネルギーを
対象としてＣＯ2排出量を算出

○原子力については、現在計画中
の使用済み燃料国内処理・プル
サーマル利用（１回リサイクルを前
提）、高レベル放射性廃棄物処
理等を含めて算出したＢＷＲ
（0.019kg-CO2）とPW R（0.021kg-
CO2）の結果を設備容量に基づき
平均

出典：電力中央研究所報告書をもとに作成

（㎏-CO2/kWh)

３ 地球環境問題への取組み

0.943

0.738

0.599

0.474



34九州電力データブック2013

電気料金低減への取組み

当社は、需要密度の低さや離島の多さなど、電力供給に係るコストが高
くなる地域的な特性があります。

こうした中、１９９５年から電力自由化が段階的に進展しており、当社
はこれまで、原子力発電所の安定運転に努めるとともに、継続的な経営効
率化の取組みにより、電気料金の値下げを実施し、１０電力会社で２番目
に安い料金水準で電気をお届けしています。

なお、原子力発電所の停止に伴う火力燃料費の増加により、収支・財務
状況が大幅に悪化したため、緊急の経営対策によるコスト削減等により対
応してきました。しかしながら、資金調達が困難となり、電力の安定供給
に支障をきたすおそれがあったことから、やむを得ず電気料金の値上げを
実施いたしました。

当社は、今後とも、更なる原子力発電所の安全性向上と、経営効率化に
取り組んでいきます。
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4-1 電気料金(販売単価)の推移と他社比較

当社の電気料金（販売単価※）は、1995年度時点では電力会社9社中（沖縄除く）3番目に高かった

しかし、継続的な経営効率化により、7回の値下げを実施し、2008年度以降、9社中2番目に安い水準になっている

15

16

17

18

19

20

21

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

４ 電気料金低減への取組み〔電気料金水準の比較〕

⑦

⑥

④

②

▼電源調達入札制度の導入
（1995年度～）

▼電力小売自由化の開始
（2000年度～）

安い方から数えた当社の順位

※販売単価＝電灯電力料÷販売電力量
出典：電気事業連合会「電力統計情報」をもとに作成

(年度)

（円/kWh）

当社

電力会社９社
平均

燃料価格
高騰

燃料価格
高騰
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4-2 電気料金(家庭用)の他社比較

2013年5月に実施した電気料金値上げ後においても、全国で2番目に低い料金水準を維持している

7,197

6,200

6,600

7,000

7,400

7,800

8,200

8,600

北陸 当社 四国 中部 中国 関西 東北 沖縄 北海道 東京

（円/月）
使用電力量：300kWhとして算定

2013年9月分の電気料金

※2013年4月～6月の貿易統計価格に基づく燃料費調整額、消費税等相当額、再生可能エネルギー発電促進賦課金
及び太陽光発電促進付加金を含む

※東京・中部・北陸・関西・中国・四国・九州については、口座振替割引を含む

料金値上げ後でも
全国で2番目に低い

４ 電気料金低減への取組み〔電気料金水準の比較〕

10電力会社平均
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4-3 電気料金と他の公共料金等の推移

この30年で、多くの公共料金が値上がりする中、電力会社は原子力等の経済性に優れた電源の開発や経営効率化等
により、電気料金を約3割値下げしてきた

50

100

150

200

250

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

電気代 固定電話通信料 都市ガス代 航空運賃 ガソリン

鉄道運賃（ＪＲ） 水道料 新聞代 一般路線バス代

1980年を100とした物価指数

出典：総務省統計局「平成22年基準 消費者物価指数 全国（品目別価格指数）」をもとに作成

４ 電気料金低減への取組み〔電気料金水準の比較〕

水道料

一般路線バス代

新聞代

鉄道運賃（JR）

航空運賃

都市ガス代

ガソリン

電気代

固定電話通信料
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4-4 諸外国の電気料金(家庭用)の推移

４ 電気料金低減への取組み〔電気料金水準の比較〕

2000年から2011年において、日本の電気料金は低下しているが、家庭用も含めた電力小売の全面自由化や送配電部
門の中立化が進展している欧米諸国は上昇傾向にある

特に、ドイツでは再生可能エネルギーの固定価格買取制度などの環境政策によるコスト負担等の影響により、2000年から
2011年までに、電気料金は2倍近く上昇している

2000年より
部分自由化開始

日本

2007年フランス

2007年イタリア

州によって異なるアメリカ

1999年イギリス

1998年ドイツ

電力小売全面
自由化の開始年

国名

日本

90.1

フランス

121.6
イタリア

137.0
アメリカ 144.2

186.5

イギリス

192.9ドイツ

50

100

150

200

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

日本 フランス イタリア アメリカ イギリス ドイツ

2000年を100とした

電気料金単価の推移

出典：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2013」をもとに作成
（注）各国の自国通貨による算定
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4-5 諸外国の電気料金(家庭用)の比較 [2011年、米国通貨による比較]

日本の電気料金は、欧米の主要5カ国と比較して最も割高だったものの、2011年時点では、ドイツ、イタリアより低い水準と
なり、他国との差は縮小している

４ 電気料金低減への取組み〔電気料金水準の比較〕

出典：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2013」をもとに作成

26.1

35.2

27.9

21.1
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18.7
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(米セント/kWh)
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4-6 米国における電気料金(家庭用)の推移

４ 電気料金低減への取組み〔電気料金水準の比較〕

2011年1月時点の自由化州は15州とコロンビア特別区（D.C.）であり、自由化州における販売電力量は米国全体の約
36％となっている

電気料金の高い州が自由化を実施している傾向にあり、2000年代の燃料価格の上昇の際は自由化州・非自由化州と
もに電気料金が上昇している

自由化州と非自由化州との電気料金の格差は縮小していないことから、電力小売の自由化が必ずしも電気料金の低減
につながっているとは言えない

出典：米国エネルギー省エネルギー情報局（EIA）資料、海外電力調査会資料をもとに作成

■自由化州（15州＋D.C） ■自由化中断・廃止州（7州） □非自由化州（28州）

〔米国各州における電力小売自由化の状況〕

14

8.7

6.8

11

5

10

15

1990 1995 2000 2005 2011
出典：米国エネルギー省エネルギー情報局（EIA）資料、海外電力調査

会資料をもとに作成

自由化州（15州＋D.C）

非自由化州（28州）

〔米国における家庭用電気料金の推移（税抜）〕(米セント/kWh)



41九州電力データブック2013

4-7 収支状況の推移（当社個別）

2011・2012年度は、原子力発電所の停止の影響に伴う火力燃料費の増加などによる経常費用の増加で、2期連続で大
幅な赤字となっている

13,214 13,384 13,339 13,395
14,014 14,373

13,472
13,970 14,144 14,575

12,134 11,855 12,197 12,337
13,414

16,429

17,975

13,429
12,968

13,985

▲3,399

▲2,285

541503387600
1,0571,079 1,141

1,529

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

経常収益 経常費用 経常損益（右軸）

（億円） （億円）

(年度)

４ 電気料金低減への取組み〔収支・財務状況〕
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4-8 経常費用の構成比の推移（当社個別）

2003年度に経常費用の18％を占めていた燃料費・購入電力料は、原子力発電所の停止の影響により、2012年度は
53％を占めている
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４ 電気料金低減への取組み〔収支・財務状況〕

(年度)
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4-9 財務状況の推移（当社個別）

2011・2012年度は、有利子負債の増加や純資産の減少により、自己資本比率が大幅に低下している
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4-10 燃料費・購入電力料の低減

発電熱効率や燃料価格等の電源別の特性を踏まえ、想定した電力需要に対して、最も経済的な電源の組合せとなるよ
うに、発電所の運転や他社からの電力購入に努めている

４ 電気料金低減への取組み〔経営効率化〕
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電 源

※ 料金改定申請時の前提計画における2012～2015年度３ヵ年平均の発電燃料単価

〔一日の電源の組合せのイメージ※〕

※ 料金改定申請時の前提計画における2013年8月の需給運用イメージ
※ ベース電源の原子力発電所は、現在稼働していない（2013.8末時点）
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4-11 設備投資額の推移

バランスの取れた電源開発や高信頼度かつシンプルな電力系統の構築など、最適な設備形成に努めるとともに、設計仕
様、実施時期の見直し等の効率化を行い、電力需要が増加していく中でも設備投資の低減に取り組んできた

直近では、燃料費等のコスト増へ対応するため、緊急避難的な措置として、供給面に関するリスク等を再評価した上で、
一時的な工事の繰延べ・規模縮小を行った結果、2012年度は、過去最高の1993年度と比べて約3割の水準となっている

４ 電気料金低減への取組み〔経営効率化〕
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4-12 修繕費の推移

電力需要増に伴い設備量が増加していく中で、点検・修繕内容の見直しや点検周期の延伸など、設備保全の効率化に
取り組んできた

直近では、燃料費等のコスト増へ対応するため、緊急避難的な措置として、供給面に関するリスク等を再評価した上で、
一時的な工事の繰延べ・規模縮小を行った結果、2012年度は、過去最高の1994年度と比べて約25%、販売電力量あたり
では約45%低減している

４ 電気料金低減への取組み〔経営効率化〕
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4-13 諸経費の推移

原子力発電所の耐震安全性評価に係る費用などの増分がある中で、業務全般にわたる効率化に取り組んできた

直近では、燃料費等のコスト増へ対応するため、業務委託費、研究費、電化営業関係費、広告宣伝費、寄付・団体費
などを中心に件名の中止・繰延べ・規模縮小などを行った結果、2012年度は、過去最高の1995年度と比べて約20%、販
売電力量あたりでは約35％低減している

４ 電気料金低減への取組み〔経営効率化〕

（注）諸経費とは、廃棄物処理費、消耗品費、補償費、賃借料、委託費、普及開発関係費、養成費、研究費、
諸費（通信運搬費、旅費、寄付金、雑費、雑損が含まれる）の９費目の合計

1,419

1,782

2.67

1.69

0

500

1,000

1,500

2,000

1995 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
0.0

1.0

2.0

3.0

諸経費 販売電力量あたりの諸経費（右軸）

約20％

低減

（1,670）

（円/kWh）

約35％低減

（億円）
過去最高

(年度) （ ）内は前年計画
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4-14 従業員数と従業員一人あたりの販売電力量の推移

情報通信技術を活用した業務プロセス改革などによる業務運営の効率化・自動化など、労働生産性の向上に取り組ん
できた

４ 電気料金低減への取組み〔経営効率化〕

（注）2012年度の従業員数にはシニア社員を含む

18,780

13,102

22

639

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

1951 1960 1970 1980 1990 2000 2012
0

200

400

600

800（人）

（万kWh/人）

従業員数 一人あたり販売電力量
（右軸）

(年度)
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4-15 需要密度の他社比較（送電線・配電線の長さ(こう長)あたりのお客さま契約口数）

九州は、他の地域よりも送電線・配電線の長さあたりのお客さま契約口数が少なく、需要密度が低いことから、他の電力
会社と比べて、各お客さまに電気をお届けするために多くの設備が必要となる

118.9
112.8

85.5

60.5 58.3 57.6 57.4
52.5 48.0

72.9

0

40

80

120

160

東京 関西 沖縄 中部 北陸 四国 九州 中国 北海道 東北

（契約口数/送・配電線こう長(km)）

（注）契約口数には、特定規模需要（自由化対象お客さま）を含まない

10電力会社平均
78.2口／ｋｍ

４ 電気料金低減への取組み〔コスト増加要因となる地域的特性〕

（2012年度）

出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」、電気事業連合会「電力統計情報」をもとに作成
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4-16 離島の電源設備容量 [9電力会社(沖縄除く)に占める当社の割合](2012年度)

九州は離島が多いため、全国（沖縄除く）の離島の発電設備容量の6割以上を当社が占めている

離島は需要密度が低く、島毎に発電所等の設備が必要となることや、発電に使用する重油の燃料費や燃料輸送費も割
高になるため、九州本土と比較して約2倍のコストがかかっている

４ 電気料金低減への取組み〔コスト増加要因となる地域的特性〕

全40発電所
●出力1万kW以上
●出力1万kW未満

竜郷発電所
60,000kW

新喜界発電所
12,600kW

新徳之島発電所
21,000kW

新知名発電所
19,100kW

種子島第一発電所
16,500kW

新種子島発電所
24,000kW

甑島第一発電所
14,250kW

福江第二発電所
21,000kW

新有川発電所
60,000kW

豊玉発電所
42,000kW

芦辺発電所
16,500kW

新壱岐発電所
24,000kW

名瀬発電所
21,000kW

九州

全国（沖縄除く）の6割以上を

当社が占めている

※沖縄を含めても約５割近くを当社が占める

当社
62％

（315千kW）

当社以外
38％

（193千kW）

（注）海底ケーブル連系の離島を除く
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4-17 自然災害(台風等)による設備の被害状況

九州は、全国と比べて台風の上陸数が多いため、台風等の自然災害の発生に伴い電力供給設備への被害が生じており、
災害復旧作業が必要となる

1.1九 州

2.8全 国
（九州含む）台風上陸数

26.4台風発生数

7熊本県8

5神奈川県、徳島県10

7千葉県8

12宮崎県6

18静岡県4

24高知県2

14長崎県5

22和歌山県3

7

上陸数

10愛知県

36鹿児島県1

都道府県順位

〔台風発生・上陸数〕
1961年～2012年までの年平均

〔台風上陸数の多い都道府県〕
1951年～2012年までの累計

出典：福岡管区気象台「九州・山口県 防災
気象情報ハンドブック2013」をもとに作成

出典：気象庁「気象統計情報」をもとに作成

４ 電気料金低減への取組み〔コスト増加要因となる地域的特性〕

配電線の被害電柱の被害

493箇所328本九州北部豪雨2012

5,468箇所553本台風13号2006

6,512箇所771本台風14号2005

8,772箇所1,437本台風18号2004

4,400箇所475本台風16号2004

被害状況（配電設備※）

大規模な自然災害

〔大規模自然災害（台風等）による被害状況〕

※発電所や変電所、送電鉄塔等の被害も生じている
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